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研究成果の概要（和文）： 本研究では，柱鉄骨の埋込み深さ比およびベースプレートの有無を変数としたCES埋
込み柱脚の静的載荷実験を実施した。その結果，柱下部の損傷が顕著であった埋込み深さ比1.5以上の試験体で
は柱曲げ降伏先行型の破壊モードを，スタブの損傷が顕著であった埋込み深さ比1.0の試験体では柱脚曲げ降伏
先行型の破壊モードを示す傾向が確認された。また，柱脚曲げ耐力評価のために埋込み部における鉄骨およびコ
ンクリート間の抵抗機構を提案した。提案した柱脚曲げ耐力および一般化累加強度理論による柱曲げ耐力は本論
に示す試験体の最大耐力および破壊モードを評価可能である。

研究成果の概要（英文）：　In this study, static loading experiments on a CES embedded column bases 
were conducted. As a result, the failure mode of the specimens with an embedment depth ratio of 1.5 
or more, in which the damage at the bottom of the column was significant, was the column bending 
yield type. On the other hand, the failure mode of the specimens with an embedment depth ratio of 1.
0, in which the stub damage was significant, was the column base bending yield-first type.
 In addition, a stress resistance mechanism between the steel frame and concrete in the embedded 
part was proposed to evaluate the bending strength of the column base.
The column base strength evaluation method based on the proposed stress resistance mechanism showed 
good correspondence with the maximum strength of the CES embedded column base test specimen.

研究分野：耐震設計

キーワード： 合成構造　静的載荷実験　最大耐力　有限要素法解析
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究はCES埋込み柱脚の耐力評価法の構築による合理的設計・施工法の構築を目指したものである。提案した
耐力評価法は柱脚における鉄骨の埋め込み深さの判定を可能とする。これにより，基礎のサイズ縮小および配筋
の簡略化を可能とするものである。また，埋込み柱脚は非埋込み柱脚と比べて高い耐震性を有することから，上
部構造から基礎構造にかけて安全な建築構造物の提供を可能とする。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 内蔵鉄骨を有する CES（Concrete Encased Steel）構造では、上部 CES建物と基礎構造を結ぶ柱
脚（以下、CES柱脚）が存在する。応募者の行った既往研究では、CES柱脚は高い耐震性能を有
するものの、SRC（Steel Reinforced Concrete）柱脚を基に算定した支圧耐力式（以後、現設計式
と呼称）の計算結果は、CES柱脚の最大耐力を大幅に過小評価した。現設計式は図 1(a)中の埋込
み部の支圧による応力伝達が考慮されているものの、検証例が少なく、同文献中で現設計式の過
小評価が指摘されている。申請者らの実施した有限要素法（以下、FEM）解析の結果、同図(b)に
示す従来の設計式で考えられていない 3つの抵抗機構の存在の可能性を指摘した。 

  

 (a) 従来型 (b) 既往の研究に基づく提案型 (c) 記号の説明 

図 1 埋込み柱脚の鉄骨－コンクリートの間の応力伝達機構 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は CES 埋込み柱脚の耐力評価法の革新である。学術的な独自性は構造実験と
FEM 解析に基づき現設計で考慮されていない柱脚の応力伝達機構の解明と設計式への反映を目
指す点である。応力伝達抵抗機構の解明は、CES構造のみならず埋込み柱脚を採用する構造形式
全般の設計法にインパクトをもたらす。具体的には、鉄骨埋込み深さによる制限が撤廃され、評
価精度が大幅に改善された柱脚支圧耐力と柱曲げ耐力の比較による鉄骨埋込み深さの設計が可
能となり、設計・施工の合理化を見込むことが可能である。 
 
３．研究の方法 
(1) 試験体 
 図 2に試験体形状および寸法を示す。試験体は実大の約 1/3のスケールのもの 4体である。
柱のコンクリート断面は 300mm角，内蔵鉄骨は BH-200×150×9×16である。柱脚から加力位置
までの高さは 900mm（せん断スパン比 3.0）である。 
 実験変数には，柱鉄骨の埋込み深さを鉄骨せいで除した値（以下，埋込み深さ比）およびベー
スプレート（以下，BPと略記する）の有無を選択した。試験体 EB2と試験体 EN2の埋込み深さ
比は 1.0，試験体 EB3の埋込み深さ比は 1.5，および試験体 EB4の埋込み深さ比は 2.0である。
また，試験体 EB2，EB3 および EB4における鉄骨最下部の BPは PL-22×175×225である。一方
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図 2 試験体の形状と寸法 
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の試験体 EN2 には BP をつけないものとした。いずれの試験体も一般化累加強度理論による柱
曲げ耐力計算値が柱脚曲げ耐力計算値より低くなるように設計された。 
 本試験体では，埋込み部であるスタブには普通コンクリートが，柱には繊維補強コンクリート
が使用されている。柱に使用した繊維は標準長さ 30mm，直径 0.66mmのビニロンファイバーで
あり，体積混入率は 1.0%である。 
試験体のスタブはアンカーボルトを用いて載荷フレームに固定され，柱上部のプレートは高
力ボルトを用いて鉛直オイルジャッキに固定された。実験は鉛直オイルジャッキによって軸力
比 0.2を作用させつつ，載荷フレームに取り付けた 2台の水平オイルジャッキにより水平力を載
荷した。水平力載荷は加力点の水平変位 δを柱脚から加力点までの高さ（900mm）で除した相対
部材角 Rによる変位制御とした。 
(2) 解析モデル 
図 3に試験体 EB2 の要素分割を，図 4に材料構成則を示す。解析に使用したプログラムは市
販の解析ソフトウェア「FINAL」である。試験体は面外方向の対称性を考慮して片側の半分のみ
をモデル化した。コンクリートおよび柱上部のピン支承は 8 節点アイソパラメトリック立体要
素で定義し，スタブ内の鉄筋はコンクリート要素内に埋込み鉄筋として定義された。鉄骨は 4節
点積層平板シェル要素で，鉄骨およびコンクリートの間の付着特性を 8 節点アイソパラメトリ
ック接合要素でそれぞれ定義した。また，P-Δ効果を考慮するために試験体上部に設置した鉛直
オイルジャッキは軸剛性を剛とするトラス要素に置換した。境界条件はスタブ下端における節
点の変位を固定した。また，試験体切断面におけるすべての節点の面外方向変位を固定した。 
 
４．研究成果 
(1) 実験結果と解析結果の比較 
図 5 に実験と解析の履歴特性の比較を示す。試験体 EB2 では，1/100rad のサイクルにおいて
解析のせん断力は実験のものと比べて高くなる。一方で各試験体ともに 1/100rad 以外のサイク
ルでは，解析と実験のせん断力は概ね一致した。試験体 EB2では 1/67のサイクル，および試験
体 EN2では 1/100radのサイクルにおいて柱脚部引張側コンクリートのひずみ軟化挙動に伴う不
安定化により解析が終了した。 
 図 6に R=1/50radまでの正載荷 1サイクル目ピーク時における実験および解析の鉄骨ウェブせ
ん断応力推移の比較を示す。柱下部に着目すると，各試験体ともに 1/67 radまでの解析と実験の
せん断応力の値は概ね一致している。一方の埋込み部に着目すると，全ての試験体において
1/100rad以降の解析のせん断応力の値は実験のものと比べて低いものの，実験と解析の増加傾向

 

 
  図 3 要素分割 

 

 
図 5 実験および解析の履歴特性の比較 
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(a) 応力－ひずみ関係 (b) 引張側特性 

  
(c) せん断伝達特性 (d) 付着応力－すべり関係 

図 4 材料構成則 



は概ね対応している。以上の実験および解析における履歴特性および鉄骨ウェブのせん断応力
推移の結果より，本論に示した解析モデルは各試験体の耐力のほぼ上限値までの実験結果を概
ね再現することが可能である。 
(2) 圧縮応力分布 
 図 7 に試験体の切断面におけるコンクリートの最小主応力分布を示す。なお，試験体 EB2 で
は，当該部材角における解析のせん断力は実験のものと比べて高い。しかし，1/67rad のサイク
ルにおいてひずみ軟化に伴う不安定化の影響があったことから 1/100radのものを示した。図 8に
埋込み部におけるコンクリートの X方向応力分布を示す。同図の上段は柱と柱脚の境界部（A断
面）の値を，下段は埋込み下部（B断面）の値を示している。 
図 7 の柱に着目すると，各試験体ともに圧縮フランジ付近の広範囲および引張フランジ下部
の内側付近に圧縮応力の発生が確認された。これらは，図 8 の A 断面に示すように，鉄骨フラ
ンジからコンクリートにかけての支圧応力の伝達によるものと判断される。図 7 の埋込部に着
目すると，試験体 EB4および EB2では B断面付近における引張フランジの外側および圧縮フラ
ンジの下部に圧縮応力の発生が確認された。一方の試験体 EN2 では，引張フランジの外側およ
び圧縮フランジの内側にそれぞれ高い圧縮応力の発生が認められた。図－8 の B 断面に着目す
ると，BP のある試験体 EB4 および EB2 では，引張フランジの外側に圧縮応力の発生が認めら
れた。一方で BP のない試験体 EN2 では，引張フランジの外側と圧縮フランジの内側に高い圧
縮力が発生しており，BPの有無による支圧応力の発生状況の差異が認められた。 
(3) 柱脚曲げ耐力の提案式 
 図 9 に実験から想定される埋込み部における鉄骨－コンクリート間の応力状態を示す。柱下
部位置では，軸力 Nsおよび曲げモーメントMsが仮定され，前節で示したウェブのせん断応力の
推移より当該位置のせん断力は無視した。BP 位置では，軸力 Nb，せん断力 Qbおよび曲げモー
メント Mbが仮定される。フランジ－コンクリート間には鉛直付着力（摩擦係数 0.5 を仮定）と

   
図 6 鉄骨ウェブせん断応力の推移 

   

     
図 7 最小応力分布（R=1/100rad） 

   

   
図 8 X方向応力分布（R=1/100rad，上段：A断面，下段：B断面） 
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水平支圧応力の作用が考えられる。ウェブ－コンクリート間の支圧力と摩擦力は無視した。 
 埋込み中立軸深さを xnとすると，左右フランジに作用する支圧力は式(1)，水平力のつり合い
は式(2)となる。 
  ,B e n B e b nC F b x T F b h x     (1) 

 0, 1
2

b b
b n

B e b

h Q
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 (2) 

 フランジ－コンクリート間の付着応力は前述の支圧応力の摩擦応力により上昇する。鉄骨－
コンクリート間の摩擦係数を μ = 0.5と仮定すると，摩擦力は式(3)，鉛直方向の力のつり合いは
式(4)となる。 
 ,C TB C B T    (3) 

 b s bN N Q   (4) 

 BP のせん断力 Qbは軸力による摩擦力と考えると（式(5)），BP 位置の軸力は柱下部の軸力と
摩擦係数を用いた式(6)となる。 
 b bQ N  (5) 

 2

1
1b sN N


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 以上の応力状態を基に柱下部におけるモーメントのつり合いは式(7)となる。 
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柱脚曲げ耐力は式(7)の計算値と柱曲げ耐力時の柱コンクリートの曲げモーメント計算値を単
純累加した値である。 
(4) 終局耐力評価 
 図 8 に実験値と計算値の比較をそれぞれ示す。既往の柱脚曲げ耐力と柱曲げ耐力の計算値の
比率はすべての試験体において1.0未満であり，柱脚曲げ降伏先行型の破壊モードを示している。
しかしながら，3.1 節で述べたように試験体 EB4 および EB3 の破壊モードは柱曲げ降伏先行型
である。一方，提案した柱脚曲げ耐力と柱曲げ耐力の計算値の比率は試験体 EB4および EB3で
は 1.0以上であり，柱曲げ降伏先行型の破壊モードを示している。また，試験体 EB2および EN2
の比率は 1.0未満であり柱脚曲げ降伏先行型の破壊モードを示す。これは 3.1節に示す損傷状況
に基づいて判断された破壊モードと対応している。 
 試験体 EB4 および EB3 において実験の最大耐力と柱曲げ耐力の計算値との比率は 1.1 と 1.2
である。一方で試験体 EB2と EN2において提案する柱脚曲げ耐力の計算値と実験値との比率は
約 1.1 である。したがって，本論に示す CES 埋込み柱脚の最大耐力および破壊モードは一般化
累加強度理論による柱曲げ耐力と提案した柱脚曲げ耐力によって評価可能である。 
 

  
図７ 鉄骨－コンクリート間の応力状態  図８ 実験値と計算値の比較   
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